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無断転用・転載を禁じます 

１．Ｄは，本来丙土地の一部である丁部分の所有者として，物権的請求権を行使して乙建物の

収去を請求し得る。この場合，現在の乙建物の所有権がＣにある以上，ＤはＣに対して請求

すべきである。しかし，ＡＢ間の売買，さらにＢの死亡によりＣが相続した事実をＤが承知

しているとは限らず，またＣは乙建物に居住している訳でもない。このような状況の下，Ｄ

が乙建物の実質的所有者Ｃを見付け出すのは相当に困難なことと思われる。そこでさらに，

現に乙建物の登記名義を有するＡに対しても，乙建物の収去を求めることができないか，問

題となる。 

２．この点，物権的請求権は，現に物権を侵害している者を相手方とすべきであることからす

れば，現実に建物を所有することによって土地を占有し，土地所有権を侵害している者のみ

が物権的請求権の相手方たり得るとも思われる。しかし，かかる結論は，登記名義人が譲渡

契約による所有権の喪失を主張して容易に収去義務を免れることを可能にするばかりか，土

地所有者に登記からは知り得ない実質的所有者を探し出す困難を強いることになり，妥当で

ない。そこで自らの意思に基づき登記名義を経由した建物譲渡人が未だ登記名義を有する場

合には，土地所有者は，登記名義を有する譲渡人に対しても，建物収去を求めることができ

ると解する(判例)。土地所有者が建物譲渡人に対して所有権に基づき建物収去・土地明渡を

請求する場合の両者の関係は，土地所有者が地上建物の譲渡による所有権の喪失を否定して

その帰属を争う点で，あたかも建物についての物権変動における対抗関係に類似するからで

ある。 

３．本問のＡは，Ｂに対して乙建物を譲渡したのに移転登記をしていないのであるから自らの

意思で乙建物の保存登記を経由し，未だ登記名義を有している。そこでＤはＣだけでなく，

さらにＡに対しても，乙建物の収去を求めることができる。 



無断転用・転載を禁じます 

１．Ｃは，丙土地の一部である丁部分を長期間占有していることから，時効取得を理由に丁部

分の所有権を主張していると考えられる。丁部分は丙土地の一部であるが，土地の一部につ

いては継続した占有という事実状態が認められるので，丙土地の一部であっても丁部分につ

いて時効取得は可能である。それでは，Ｃは，時効完成に必要な占有を主張できるか。 

この点，Ｃが，Ｂの占有と併せて丁部分の占有を主張したとしても，Ｂはその占有の開始

の時に丁部分がＤの所有であることにつき悪意であり，また占有期間も19年にとどまること

から，162条１項の適用の余地はない。他方，Ｃが自己の占有のみを主張した場合には，Ｃ

は丁部分がＤの所有であることにつき善意であり，しかも占有期間も10年であることから，

162条２項の適用の余地がある。そこで，Ｃは自己の占有のみを主張することはできないか，

すなわち相続のような包括承継にも187条１項は適用されるのかが問題となる。 

２．この点，187条１項は，相続のように包括承継の場合にも適用され，相続人は必ずしも被

相続人の占有についての善意悪意の地位をそのまま承継するものではなく，その選択に従い

自己の占有のみを主張し又は被相続人の占有に自己の占有をあわせて主張することができ

ると解する。なぜなら，相続の場合も，相続人は被相続人の占有権を承継取得するとともに，

自己の占有権を原始取得しているのであるから，特定承継の場合と区別される理由はないか

らである（判例）。 

３．以上より，Ｃは自己の占有のみを主張することが可能である。Ｃは，占有者であるから10

年間，所有の意思をもって平穏かつ公然と丁部分を占有したと推定される（186条１項）。さ

らに，占有の開始の時に丁部分がＤの所有であることにつき善意であり，善意であることに

過失がなければ，Ｃは162条２項により，丁部分の所有権を時効取得することができる。こ

の場合，Ｃは，丁部分の所有権を取得したと主張して，Ｄからの丁部分上の乙建物の収去請

求を拒絶することができる。 



無断転用・転載を禁じます 

１．（１）Ｅの負傷による損害は，直接にはＡ及びＣが勢いを誤ってＥを突き飛ばしたことに

より生じている。したがって，15歳であるＣは，自己の行為の責任を弁識するに足りる知能

である責任能力を有するため，Ｅに対し不法行為に基づく損害賠償責任(709条)を負う。一

方，10歳であるＡは，責任能力を有しないため709条の責任を負わない。 

（２）Ａの母親Ｂは，Ａの親権者としてＡの監督義務を負っており(818条１項，820条)，Ａが

責任無能力を理由に709条の責任を負わない場合には，ＡがＥに加えた損害を賠償する責任

を負う(714条１項本文)。そして，Ａと同居するＢは，同じく未成年者であるＣと二人で街

中に出かけることのないよう監督する義務を怠ったといえ，免責事由には該当しない(同条

項ただし書)。したがって，ＡはＥに対し714条の責任を負う。 

次に，Ｃの両親Ｄ１，Ｄ２は，Ｃが責任能力を有するため，714条の責任を負うことはない。

しかし，714条は未成年者に責任能力がない場合に，監督義務者の過失を推定したに過ぎず，

監督義務者に709条に基づく責任を認める解釈を否定するものではない。 

本問のＤ１，Ｄ２は，親権者としてＣの監督義務を負っており，Ｃと喧嘩をした後にＣの

行動を注視すべきであった点で監護義務に違反する。したがって，Ｄ１，Ｄ２はＣの監督義

務違反を理由とする709条の責任を負う。なお，先述のＢについても同様に，監督義務違反に

よる709条に基づく責任が認められると解する。 

（３）以上より，Ｅは，Ｂ，Ｃ，Ｄ１，Ｄ２に対して，損害賠償請求をなしうる。 

２．（１）Ｂ，Ｃ，Ｄ１，Ｄ２は各人が709条の責任を負うが，各人の行為とＥの損害との個別

の因果関係の立証は困難である。ここで，各人の行為が共同不法行為に該当すれば，各自が

連帯して損害賠償責任を負うこととなる(719条１項)。 

共同不法行為が成立するには，関連共同性が必要とされるが，被害者保護の観点から，共

謀等の主観的関連共同性までは必要ではなく，各人の行為に客観的な関連共同性があること，

すなわち，社会通念上一個の共同行為があると認められれば足りると解する。そして，責任

の内容も，不真正連帯債務と解すべきである。  

本問では，Ｂ，Ｄ１，Ｄ２による監督義務違反の下でなされたＡ及びＣの行為によりＥの

負傷が生じており，これらは社会通念上一個の共同行為であると認定しうる。したがって，

Ｂ，Ｃ，Ｄ１，Ｄ２には共同不法行為が成立し，Ｅはその全員に対して，生じた損害の全額

を賠償することができる。なお，Ｃと喧嘩になり揉み合った点にＥの過失が認められれば，

過失相殺により(722条)，損害賠償額が減額される。 



無断転用・転載を禁じます 

１．Ｅの損害賠償請求権を相続したＦは，Ｅがうつ病に罹患して死亡したことによる逸失利益

について，Ｂ，Ｃ，Ｄ１，Ｄ２(以下，「Ｂら」という。)に対し，損害賠償請求なしうるか。

不法行為には，損害賠償の範囲を定めた規定がないため問題となる。 

  この点，債務不履行及び不法行為による損害賠償請求は，ともに損害の公平な分担を図る

という点で趣旨を同じくする以上，416条は，不法行為による損害賠償において類推適用で

きると解する。したがって，特別の事情によって生じた損害については，加害者に，特別の

事情の予見可能性があるときは，それによって生じた損害についても賠償の範囲となる（416

条２項類推適用）。 

本問において，足に障害が残ったＥが，気に病む性格であったがゆえにうつ病に罹患し自

殺することは，特別の事情に該当する。したがって，Ｂらが，当該特別の事情につき予見可

能であった場合には，Ｅの死亡による逸失利益についても損害賠償の範囲に含まれ，Ｆは，

当該損害につきＢらに対して賠償を請求しうる。 

２．Ｂらにとって，上記特別の事情が予見可能であり，Ｆが逸失利益の賠償を請求できる場合

においても，Ｅの死亡による逸失利益についての損害は，Ｅの気に病む性格であった心因的

素因により拡大して生じたものである。この場合，Ｂらは，拡大損害分につき損害賠償額の

減額を主張できるか問題となる。 

  この点，被害者の疾患のような病的素因又は心因的素因は，被害者の「過失」とはいえず，

過失相殺の規定である722条２項を，直接適用することはできない。しかし，損害の公平な

分担を図る損害賠償法の理念からは，損害が被害者の病的素因や心因的素因が原因で拡大し

た場合には，損害賠償の額を定めるにあたり，過失相殺の規定を類推適用して当該素因を斟

酌すべきであると解する。 

本問のＥは，もともと気に病む性格であったことからうつ病に罹患し，その後自殺してお

り，これはＥの心因的素因がＥの死亡及び逸失利益の損害を発生させたといえる。したがっ

て，722条２項の類推適用が認められ，Ｆからの請求に対し，Ｂらは損害賠償額の減額の主

張が可能である。 



■令和元年 論文式試験 選択科目（民法） 第５問 問題１

公認会計士講座 

令和元年公認会計士論文式試験 

大原の“大当り”ズバリ的中（速報）

民法の的中問題をご紹介！ 

■資格の大原 令和元年受験 論文応用答練第２回 第 1 問 問題２ 

問題２ Ａが所有する甲土地上に，何ら権原のないＣが乙建物を建築し，保存登記をなした上で居住してい

た。その後，Ｃが死亡しその妻Ｄが当該建物を単独相続し，相続を原因とする所有権移転登記を経由し

た。Ｄは，乙建物をＥに売却し，代金を受け取ったが，乙建物の所有権移転登記・引渡しは未だなされ

ていない。その後，Ａは，何ら権原なく甲土地上に乙建物が建築されていることを知り，建物登記名義

人のＤに建物を収去するよう請求した。Ａの請求は認められるか。 


